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エネルギー分析と省エネルギー

1.まえがき

石油を中心とする近代的エネルギー源は高度な

生産機械や輸送機械と結びついていちじるしい経

済活動の発展をもたらし，われわれの物質的な意

味での生活を豊かにしている.またエネルギーに

関して重要なことは労働を相当程度代替したばか

りでなく旧来の人間による労働のなしえない機能

をもっていることである.

それゆえエネルギー資源の物理的な不足，政治

的な供給制限，高価格化は社会のあらゆる側面に

影響を与える可能性をもっている.近代工業国家

でありきわめて乏しいエネルギー資源しかもたな

いわが国の場合，このことはもっとも軍要な問題

の一つであろう.このような状況に対処する一つ

の政策としての省エネルギーは，わが国があまり

にも小資源国であるために，かなり限定された機

能しかもちえないが，不浪IJの状況に対してパップ

ァーとして役円をもっている.

現在省エネルギー問題に関してはさまざまな調

査研究がなされているが，エネルギ一分析的視点

からの検討はもっとも基礎的な検討事項であろ

う.エネルギ一分析とは財の生産における直接間

接のエネルギー投入構造を明らかにすることであ

り，積み上げ計算等によって詳細なエネルギーフ

ローを物量ベースで計測するのがその特徴であ

る.基礎的データとして産業連関分析も利用され

る.

省、エネルギー問題を検討するうえでエネルギ一

分析が必要な理由はつぎの 2 点にある.第 1 ìこ省

エネルギーを行なうにはしばしば新しい設備の設

置や他の原材料の投入などが必要になるが，それ
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らの製造に直接間接に必要なエネルギー量を知っ

ておく必要がある.第 2 にエネルギ{以外の財の

消費の節減が間接的な省エネルギーをもたらすと

いう点である.

省エネルギーには多数の方法があり，それらに

関してエネルギ一分析的な検討が十分なされてい

るわけではないが，以下では一部の知られている

結果を中心に省エネルギーとエネルギー分析の関

係について簡単に述べよう.

2. 省エネルギーの分類と方法

もっとも素朴な意味では省エネルギーとはむだ

なエネルギーを省くということであって何をむだ

なものと考えるかに依存している.省エネルギー

という言葉の裏にはエネルギー不足というような

社会的状況のもとでは，社会全体の効用をできる

かぎり最大に保つために，生産主体や消費主体に

あまり大きな不利益を与えなし、かぎりにおいて，

むだなエネルギーを省いたり，資本設備，労働，

原材料とエネルギーとの代替関係を利用してエネ

ルギーの使用形態を適正化するとし、う政策を行な

うことは望ましいことであるという意味がこめら

れている.それゆえ省エネルギーは単なる技術的

な概念でなく社会科学的側面をもっている.

より正確に考えるならば，省エネルギーとは生

産主体にとっては経済活動の水準(たとえばこれ

は生産額や利益によって計測するのがよいであろ

う)を，消費主体にとっては財の消費によって得

られる総合的な効用(これの計測はむずかししつ

をあまりそこなうことなしに，生産・消費のため

に直接・間接に要したエネルギーを削減すること

であると定義できょう.
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しかしエネルギー不足がある程度深刻になった

状況では経済活動や効用の水準を一定に保つこと

も困難な場合がありうる.そのような場合には社

会全体の経済活動や効用が基準になり，企業の経

済活動や個人の効用の水準がそこなわれる省エネ

ルギーもあり得ょう.

省、エネルギー問題や省エネルギーの方法をとら

えやすくするために省エネルギーをいくつかの軸

によって分類しておくと使利である.まず省、エネ

ルギーにはエネルギーの消費そのものを直接的に

節減する「直接的省エネルギー」と非エネルギー

的な財の消費を節減することによってエネルギー

消費を間接的に減らす「間接的省エネルギーJ の

2 種類がある.また，省、エネルギーは財の生産と

消費の 2 つの領域にかかわっており，それぞれの

領域における省エネルギーは対象とするシステム

の大きさによってそれぞれつぎのように分けるこ

とができる.

消費領域における省エネルギーは 3 つのレベル

に分けるのが適当であろう.第 l は財の消費量自

身を全体的に削減することによって生ずる省エネ

ルギーである.これを「消費量レベルの省エネル

ギー」とよぶ.しかし財全般の消費量の削減は効

用水準の低下をもたらすから，どこからどこまで

を省エネルギーとよぶか問題があろう.第 2 は個

人の効用水準をほとんど変えることなく生活様式

を部分的に変えることによってできる省エネルギ

ーであり，これを「生活様式レベルの省エネルギ

ー」とよぶ.

たとえば住宅を木造からコンクリ{ト造りに変

えることによって冷暖房用のエネルギー消費量を

節減することができるが，これは通常生活様式レ

ベルの省エネルギーである.しかしコンクリート

住宅に住むことにいちじるしい不快を感ずる人に

とってはこのような行為を「省エネルギーj の中

に含めることはできないであろう.第 3 は生活様

式を基本的にほとんど変えることなしに生活用具

をより効率のよいものにおきかえることによって

1978 年 1 月号

できる省エネルギーで，これを生活用具レベルの

省エネルギーとよぶ.

生産領域における省エネルギーも 3 つのレベル

に分けて考えることができる.第 l はエネルギ{

自体あるいはエネルギー多消費型の生産物の国内

生産量を低下させることによって生ずる省エネル

ギーである.これを「生産量レベルの省エネルギ

ー」とよぶ. このレベルの省エネルギーは消費量

レベルの省エネルギーや産業構造，輸出入構造に

直接的に関係している.第 2 のレベルは産業部門

あるいは企業の生産量を基本的に変えることなく

生産の方式のみを考えることによって行なう省エ

ネルギーであり，これを「生産方式レベルの省エ

ネルギー」と 4 ぶ.第 3 のレベルは生産方式を基

本的に変更することなく a部の生産設備をより効

率のよいものにおきかえることによって行なう省

エネルギーであり，これを「生産設備レベルの省

エネルギー」とよぶ.

生産設備レベルよりは生産方式レベルのほうが

生産方式レベルよりは生産量レベルの量がより多

くの省エネルギーを行なうことができるが，省エ

ネルギーを行なうことの困難さも同時に期大す

る. とくに資本主義社会における企業は特定の例

外を除き需要の存在にかかわりなく白己の生産量

を減らすことはあまり考えられない.

またもちろん以 kのような分類はある程度形式

的なものであって具体的に分類を行なう際にはい

ろいろ問題があろう.たとえば通常の汽力発電を

複合サイクルによる発電におきかえたことによる

省エネルギーは生産方式レベルとも生産設備レベ

ルとも考えられるかも知れない.

省、エネルギーの方法の一部を表 1 にかかげる.

より詳細に考えるならば生産領域における省エネ

ルギーの方法は産業別にとりあっかうほうがよ

し、.

また省エネルギーの方法は政策手段的には，課

税や浦助金などによる経済的方法，強制力をもっ

法的な方法，広報や教育を通して行なう自主的な

11 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



表 1 省エネルギーの分類

生 言備
!ﾆ レ

領 l ベ

域 ノレ

の

省
ニ己 生

ネ 式産方
ノレ

ギ
レ
J¥  

ノレ

|| 産量生ベノレレ

間接的省エネノレギー

.省資源型機器の使用

直接的省エネノレギー

・熱管理法によるエネルギー管理の強化
・蒸気管理，断熱条件，燃焼条件の改善
・ボイラーの効率向上
・エネノレギー管理技術の指導

・温排水，加熱炉排熱の利用
・回生プレーキの使用
・電解炉の大型化
・エネルギー使用機器の使用合理化
・エネルギー有効利用設備に対する融資

.工場地域での熱の総合的利用

・複合サイクノレ発電の採用

・アノレコア法などアルミニウム新精錬法の開発

利用
・アスファノレトのエネルギーとしての利用

.貨物輸送方式の改善

・輸出入構造，産業構造の変芹L

・エネルギー消費に対する特別税

-省資源型生産方式の採
用

消
費
量
レ
ヘ
ル
生
活
…
影
ル

消
費
領
域
に
お
け
る
省
エ

-建物の冷暖房温度の規制
・エネノレギー消費広告の規制
.電気暖房の規制
・ガソリンスタンドの休日休業

l ・エレベータの運転節減
・自家用車の不使用，パスの利用

|・住宅地域での熱の総合的利用
・住宅のコンクリート化
・小型乗用車の使用
.セントラルヒーティングの不使用

.ゴミ焼却熱の利用

-消費の抑制

-住宅設備の標準化
・生活用品のリサイクル

ヱ 生 ・断熱材の使用
ギ l 活 1 ・太陽熱の冷暖房への利用
l 官 |・エネノレギー機器の使用合理化

v ・自動車の軽量化
ベ i ・白熱電灯の後光灯化
ノレ i ・省エネルギー型機器の使用

方法と分けることもできる.

省エネルギーが必要な理由は石油の高価格化や

供給力の政治的な制限が将来予想されるにもかか

わらず，新エネルギーの開発や原子力が思うよう

に進展しないことにあるが， 日本の場合はエネル

ギー資源が極端に少ないうえに，米国等に比べ家

庭用の l 人あたりのエネルギー消費量もそれほど

多くなく，産業ももともとかなり省エネルギーを

行なっていることを考えれば，省、エネルギーの役

割はかぎられたものであろう.

3. 直接的省エネルギーとエネルギー分析

生産過程や消費過程の使用エネルギーの効率を
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-ゴミの分別凶収

・省エネノレギー建材の使
用

・家具の耐用年数の拡大

とげるために設備や方式を変更すればそれらに関

する直接・間接のエネルギー必要量が変化する.

このためにエネルギ一分析が必要になってくる.

ここでは現在知られている調査研究の一部を紹介

する.

その l つは資源調査会エネルギ一部会による住

宅の断熱材に関する調査 [5J である.断熱材を利

用すれば暖房条件が向上するが，断熱材を製造す

るためにまたエネルギーが必要である.この調査

はこの点を分析したものである.

住宅に断熱材を利用したときの暖房用のエネル

ギ一節約量は住宅の型式や地域の気象条件によっ

てかなり異なるので，まず全国を暖房度f1 (単位
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住宅種類 独立住宅

表 2 断熱材使用による暖房の省エネルギー効果

構 木 造造
り

Il司 取 3LDK 

延 月三而治(m2 ) 100 35 

断熱材必要量(m3 ) 7.1 2.3 

想定した断熱材の厚さ (mm)

断|暖房度日
熱1 i (deg ・ day)
材な l 単位暖房負荷
をい (kcal/m2 ・ h. deg) 
使場 暖房用エネノレギー消費量
用介 106 kcal/年・ Fî

断 l 暖房度目
圭九 (deg • day) 
討し 単位暖房負荷
をた (kcal/m2 . h • deg) 
使場 i 暖房用エネノレギー消費量
用合 106 kcal/年・戸
断熱材の製造に要するエネル
ギー (106 kcal/戸)
断熱材を使用した場合の 1 戸
あたりの省エネルギー量
106 kcal/30年・戸

空i エネノレギー効果(%)

30 30 

1, 430 1, 430 

7.9 7.0 

13.0 4.1 

970 970 

4.5 4.3 

5.0 1. 7 

0.94 0.30 

239.1 71.7 

61 58 49 

degree-day) によって 4 つの地域A-Dに分け，

また計算のためのモデ、ル住宅は独立住宅，集合住

宅(低層)，集合住宅(高層)の 3 つに分けている.

ここでは東京，大阪，静岡，広島などを含むC地

域についての 'Î十算結果を表 2 に示す.断熱材の製

造に必裂なエネルギーは住宅の30年間の暖房に要

するエネルギーの0.6- 1. 4%にすぎない. A-D 

を含む全国合，il"で見れば， 断熱材の製造に 26.7

x 1012kcalニ原油 250万kß 程度必要とするが，住

宅の耐周年数として設定した30年聞に原油にして

約 6 億kß のエネルギーを節約できるという結果

になっている.

同報告書 [5J は室内の冷暖房の後の排気によっ

て捨てられる熱あるいは冷熱を回収するための全

弁当交換器についても調査を行なっている.

つぎに第 2 の事例として輸送について簡単に述

べよう.輸送，とくに旅客輸送が輸送方式によって

いちじるしくエネルギー消費効率が異なるのはよ

く知られている. 図 1 は単に直接に消符する燃料

だけを比較したにすぎず各輸送方式の設定条件も

1978 年 l 月号

出所 [5J
集合住宅(低層)集合住宅(中高層)

主主 l 左記の結果は東京，大

阪，広島等中程度の寒

さの地域に対する計算

例である.

注2 省エネノレギー効果

(附の使用によ)
って節約される正
味のエネノレギー量

一/断熱材を使用しな\
l いときのエネノレギ l
\ー消費量 / 

注3 A己記の結:lI!:1土延床面積

の50%を24時間暖房す

木 、ノ上

主ユ コンクリート i宣

lDK~2DK 3DK 

47 

o. 7 

10 

970 

4.8 

2.4 
る場合である.

690 

3.5 

1.2 

0.51 

35.5 

不明だが，これによれば米国の大型車( 1 人乗り)

が SST よりも燃料消費効率が悪いのは驚くべき

ことである.大型車を普通車や小型車にきりかえ

るなら(工 1 f� 1 年あたりし 000-2， 000 ß のガソ

リンを節約することができる.米国の乗用車は西

ヨー口ッバや日本の車に比べ 2 的のエネルギーを

消費している.

輸送機関の場合も運転によって l直接消費するエ

ネルギーだけでなくそれを製造するのに直接間接

に必要なエネルギーを計測する必要がある.

Bery ら [6J は自動車のエネルギ一分析のため

に鉄の製造過程におけるエネルギー投入量を計測

したうえで 台の自動車の製造に直接間接に必

要なニニネルギーを表 3 のように与えている.

日本の場合は自動車に関するエネルギーのうち

走行に要するエネルギーが 7 割，道路の建z没に必

要なコニネルギーが 1 割， 白動車製造関係が 2 割程

度とされている. 円本Iこおける輸送のエネルギ一

分析はー部で作業が進められているものの，公表

されたものはあまり見あたらない.
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ヘリコプター

大型車( 1 人)

米国の SST

プノレ?ン式車柄

VTOL 機

B707 DC 8 ジェッ卜機

B747 ジャンポジェット機

普通車( 2 人)

モノレール/昼の市内パス

小型車( 2 人) /昼の 5 番街のパス

ヨーロッパの寝台車/昼の地下鉄

午後 5 時めr!il付パス

小型車(4 人 )/2 階式のI!ï 内ノ〈ス
2 "皆式的通勤列車/
午後 5 時グ〉地下鉄

ロンドンーパーミンガム間的列車/
米図的ハイウェイパス

7イクロパス( 7 人)

郊外住宅地域のパス

2 階式の電車

ミニ自動運転列車

広軌の列車

電気自動車

5 

Eコ

ム

10 20 

川

九

山

V山

山

人・ 7 イル/US ガロン (3.79t ) 

40 60 80 100 200 400 

λ V 

品

山 ~ 山一一γ 九 J

一一、 山九 一~ 

九

九 F

n 

山日

川 λ 。日
山川i千

、九山 一
イ子

山品山 川、九丸 ι 日

図 1 米国における種々の旅客輸送方式のエネルギー効率の比較 出所 [4J

エネルギ一変換に関する問題に関しては， 日本

を含め各種発電方式などについて多数のエネルギ

一分析がなされているが[7]， [8J , [9J , [10J , [11 J, 

これらは正味のエネルギーを生産するかどうか，

あるいはどの程度のエネルギー比で、生産するかど

うかが主要なテーマであって，省、エネルギー的視

点でなされたものでない.しかし同ーの燃料に対

する複数の発電方式の比較は省エネルギー的怠味

からも利用できょう.

4. 間接的省エネルギーとエネルギ一分析

間接的な省エネルギーは現在のところ省エネル

ギ一政策の中に直接合まれているわけではない.

資源一般について節約を行なうことはむずかしい

いそれぞれの資源には固有の問題が関係してい

るからである.しかしいくつかの非エネルギー的

財について省エネルギー的視点から若干検討して

おくことはむだではない.

最初に住宅の場合について考えよう. Gartner 

ら [12Jは英国の公営住宅 4 種類(レンガやコンク

14 

表 3 1 台の自動車の製造に必要なLネノレギー(米国)

10' kcal 

金属材料の製造 2, 252 
その他の材料の製造 74 

部品の製作と車体の組立て 804 
原材料の輸送 56 
組立てられた自動車の輸送 19 

1口為 3, 205 

出所 [6J

リート造りの 55-80m2 の住宅)についてかなり

詳細な積み上げ計算を行ない戸
4

あたり建設に

必要なエネルギーは 95-265G] とし、う結果を得

た. ところが 1 世帯で 1 年に使うエネルギーは一

次エネルギーにして 134G] 程度であり，その64

%が暖房用である.この点から考えると住宅建設

に要するエネルギーを節約してもその効果はあま

り大きいものとはいえない.

もう l つの例として食料の場合をあげよう.米

国の場合，食料システムのために直接間接に必要

なエネルギーは全エネルギーの 12% 程度にのぼ

る [13J. 食料の量を便宜的にカロリーで測るなら
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ばカロリーの食料につき直接間接に必要なエ

ネルギー(太陽エネルギーは計算に含めない)の

投入量は0.02-20カロリーまで幅広く分布してい

る.宇田川の，ìi"算 [14Jによれば 1974年において l

カロリーの米を栽倍するのに 2.6 カロリーの投入

エネルギーが必要であり，また Pimentel ら [1日

によれば遠洋漁業の魚の場合にはこの数値が 10を

こえる.

食料の場合は味や栄養価のちがし、を無視するこ

とはできないから，省、エネルギー的視点のみから

l つの判定を下すことはできないが，直接間接の

投入エネルギー量の多い食料ほどエネルギーの高

価格化などの情勢の影響を受けやすいことは事実

であろう.

そのほか資源調査所では人聞が一生涯に利用す

るエネルギー畳が総合的なエネルギー需給構造に

与える影響を分析するため，食生活，住生活，衣

生活に i直接間接に必要なエネルギーの詳細な社測

作業を行なっている.

このほかに鉄，アルミ，銅といった金属素材の

分析もそれらの単位あたりのエネルギー投入量が

大きいため重要である.

問銭的省、エネルギーはむずかしい面が多い. (は

の種類が多いため省エネルギーの問題の中で l つ

にあっかうことはむずかしいし，それぞれの財に

は固有の機能がある.又主要な点は財一般の消費

の削減は中短期経済的に問題があることである.

しかしエネルギー以外の財の消費はエネルギー

消費を誘発するから，基本的には一般的な省資源

なしに省エネルギーは行なえない.いくつかの資

源についてはその資源自体の節減が重要である.

5. あとがき

エネルギ一分析的な点からの省エネルギー問題

の検討は省エネルギーのための直接的方法を与え

るというよりは基礎的な資料を与えるにすぎない

が，種々の省エネルギーの方法ヵ:十分検討されて

いない現状では l つの判断材料を与える有効な手

1978 年 l 月号

段であり，今後広範囲な分析がなされることが必

要である.
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